






































































訳としては、小学 6年生が 1名、中学生が 14名、高校生 2名、高校中退者 2名である。
࣭小中学生15名については、基礎学力に欠け学校内で問題行動を起こしたり、生活の乱れから不登校状態に陥っている。
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そのため、少年は週 1、2回来所し、個別に就学支援（学習支援）プログラムを受け、生活の立て直しを図っている。
࣭高校生の 2名については、不登校状態にあり、就学支援（学習支援）プログラムを受け、生活の立て直しを図ること
により復学している。
࣭高校中退者（16才）2名については、高校再受験を目指し就学支援（学習支援）プログラムを受けている。状況によ
り就労を支援する場合もある。
３　大津少年センターにおける「非行少年等立ち直り支援事業（あすくる）」の成果と課題

1　成果
࣭校内で問題行動を起こしていた中学生のケースでは、本事業での支援により学習面でも自信を取り戻し、学校生活も
安定している。
࣭生活の乱れから不登校状態にあったケースでは、朝から通所することにより徐々に生活リズムを取り戻し学校生活に
戻っていった。
࣭他の関係機関（県警少年課の少年サポートセンターなど）との連携により、効果的な立ち直りが図れたケースもある。
࣭保護者へのカウンセリング等を通じて、家庭への支援を行ったことにより少年自身の生活にも改善が図れた。

2　課題
࣭支援の必要性がある少年を、関係機関や関係者が把握して紹介しても、本人が来所せず、継続した支援が行うことがで
きないケースがある。中学生などの場合は、学校からの働きかけを行っているが、無職少年などの場合は困難である。
࣭一旦支援を開始しても、再び生活が乱れ支援を中断せざるを得ない場合がある。
࣭少年自身よりも家庭の問題が大きく改善が難しい場合がある。
࣭中学卒業後、ひきこもり状態にある少年への支援や、発達障害がある少年への支援が長期化している。
࣭保護者の都合により、転居を繰り返すケースでは、転居後に支援を引き継げない。
࣭虐待経験のある少年も多く、心理的なケアを必要とするケースも増加している。
࣭就労支援では、高校を卒業しておらず、また技能も身につけていないため、就労受け入れ先࣭職種が限定される。
࣭就労支援では、正規雇用が難しく、やむを得ずアルバイトに就労するケースが多い。
࣭就労支援では、就労先が見つかっても短期間で再び離職する場合が多い。
